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【消費税】 

１ 消費税の課税事業者が行う土地の譲渡は、非課税取引に該当する。 

２ 消費税の課税事業者が行う居住の用に供する家屋の貸付けは、その貸付期間が

１ヵ月以上であれば、消費税の課税取引に該当する。 

３ 課税事業者が受け取る剰余金の配当は、不課税取引に該当する。 

４ 簡易課税制度を選択した事業者は、事業を廃止した場合を除き、原則として、５

年間は簡易課税制度の適用を継続しなければならない。 

５ 簡易課税制度の適用を初めて受けるためには、原則として、その適用を受けよう

とする課税期間の初日の前日までに、「消費税簡易課税制度選択届出書」を所轄

税務署長に提出しなければならない。 

６ 簡易課税制度の適用を受けることができるのは、基準期間における課税売上高

が5,000万円以下の事業者である。 

７ 消費税の課税事業者である個人は、原則として、その年の翌年３月15日までに、

消費税の確定申告書を納税地の所轄税務署長に提出しなければならない。 

８ 消費税の免税事業者が「消費税課税事業者選択届出書」を提出して消費税の課税

事業者となったときは、事業を廃止した場合を除き、原則として３年間は消費税

の免税事業者に戻ることができない。 

９ 設立１期目で事業年度開始の日における資本金の額が1,000万円以上である新

設法人は、その事業年度は消費税の課税事業者となる。 

１０ 消費税の課税期間に係る基準期間における課税売上高が1,000万円以下の事業

者は免税事業者に該当し、「消費税課税事業者選択届出書」を提出する場合を除

き、その課税期間において消費税の課税事業者となることはない。 

１１ 消費税の課税期間に係る基準期間は、個人事業者についてはその年の前年をい

う。 

１２ その課税期間に係る課税売上高が５億円以下の事業者で、課税売上割合が85％

以上の場合の消費税の納付税額は、原則として、課税売上に係る消費税額から課

税仕入に係る消費税額を控除した残額である。 
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